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平 成 23 年 3 月 30 日 

各  位  

会 社 名 株 式 会 社 Ｒ Ｉ Ｓ Ｅ 

代 表 者 名 代表取締役会長兼社長   川 畑喜代之

 （ＪＡＳＤＡＱ：コード番号 8836） 

問合せ先 コーポレート統括部 

総務部長  杉 山 顕 士

 （ T E L ： 0 3 - 5 2 8 3 - 0 8 5 1 ） 

 

 

定款一部変更に関するお知らせ 

 

当社は、平成 23 年３月 30 日開催の取締役会において、平成 23 年５月２日開催予定の臨時株主

総会および優先株主による種類株主総会にて、下記のとおり「定款一部変更の件」を付議すること

を決議いたしましたので、お知らせいたします。 
 

記 
 
１．定款変更の目的 
   当社は、本日付にて別途開示しております「株式の併合および単元株式数の変更に関するお

知らせ」にて記載のとおり、本日開催いたしました当社取締役会において、平成 23 年５月２

日開催予定の臨時株主総会に、株式の併合および単元株式数の変更に関して付議することを決

議いたしました。 
   これに伴い当該臨時株主総会において株式の併合が承認可決され、効力が発生することを条

件として、現行定款第５条（発行可能株式総数）に規定しております発行可能株式総数を減少

すること、および現行定款第６条（単元株式数）に規定しております単元株式数を 1,000 株か

ら 100 株に変更するために所要の変更を行うものであります。 
   また、優先株式に関わる現行定款第 12 条（優先配当金）、第 13 条（残余財産の分配）、第

15 条（取得請求権）、第 16 条（株式の併合または分割）についても株式併合に関係する箇所につ

いて所要の変更を行うものであります。 
   上記、第５条（発行可能株式総数）および第６条（単元株式数）の変更は株式併合の効力発    
  生を条件とし、平成 23 年５月 18 日をもって効力を生ずるものとする旨の附則を設けるもので

あります。なお、本附則は、同日の経過後これを削除するものといたします。 
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２．定款変更の内容 

   変更の内容は次のとおりであります。 

（下線は変更部分を示します。） 

現    行    定    款 変     更     案 

第１章 総    則 

 

第１条～第 4 条 （条文省略） 

 
（発行可能株式総数） 
第５条  当会社の発行可能株式総数は、１６

５,０００万株とする。 
２ 当会社の発行する種類株式の発行可

能種類株式総数は、普通株式を１４

５,０００万株、優先株式を２０,０
００万株とする。 

 
（単元株式数） 
第６条  当会社の単元株式数は、１，００  

０株とする。 
（新 設） 

 
 

第７条～第 11 条 （条文省略） 

 
第２章の２ 優 先 株 式 

 
（優先配当金） 
第 12 条 当会社は、当該配当の基準日の最終

の株主名簿に記載された優先株式

を有する株主（以下、「本優先株主」

という。）または優先株式の登録株

式質権者（以下、「本優先株質権者」

という。）に対して、普通株式を有

する株主（以下、「普通株主」とい

う。）または普通株式の登録質権者

（以下、「普通株式質権者」という。）

に先立ち、優先株式１株につき、発

行に際して取締役会の決議で定め

る額の剰余金の配当を行う。（以下、

当該剰余金を「優先配当金」とい

う。）ただし、当会社が次項に定め

る優先中間配当金を支払ったとき

は、当該優先中間配当金を控除した

額とする。 
 

 

  ２     （条文省略） 

  ３     （条文省略） 

  ４     （条文省略） 

第１章 総    則 

 

第１条～第 4 条 （現行どおり） 

 

（発行可能株式総数） 
第５条  当会社の発行可能株式総数は、１６,

５００万株とする。 
２  当会社の発行する種類株式の発行

可能種類株式総数は、普通株式を１

４,５００万株、優先株式を２,００

０万株とする。 
 
（単元株式数） 
第６条  当会社の普通株式の単元株式数は、

１００株とする。 
２  当会社の優先株式の単元株式数は、

１００株とする。 
 
第７条～第 11 条 （現行どおり） 

 

第２章の２ 優 先 株 式 
 
（優先配当金） 
第 12 条  当会社は、当該配当の基準日の最終

の株主名簿に記載された優先株式

を有する株主（以下、「本優先株主」

という。）または優先株式の登録株

式質権者（以下、「本優先株質権者」

という。）に対して、普通株式を有

する株主（以下、「普通株主」とい

う。）または普通株式の登録質権者

（以下、「普通株質権者」という。）

に先立ち、優先株式１株につき、発

行に際して取締役会の決議で定め

る額の剰余金の配当を行う（以下、

当該剰余金を「優先配当金」といい、

優先株式の併合が行われる場合、配

当額は併合の比率の逆数を乗じて

比例的に調整されるものとする。）。

ただし、当会社が次項に定める優先

中間配当金を支払ったときは、当該

優先中間配当金を控除した額とす

る。 
  ２     （現行どおり） 

  ３     （現行どおり） 

  ４     （現行どおり） 
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現    行    定    款 変     更     案 
（残余財産の分配） 
第 13 条  当会社は、残余財産の分配を行う場

合には本優先株主または本優先株

式質権者に対して、普通株主また

は普通株質権者に先立ち、優先株

式１株当たり５０円および累積未

払優先配当金を支払う。 
 

 

 

第 14 条    （条文省略） 

 
（取得請求権） 
第 15 条  本優先株主は、平成２０年７月３１

日以降、平成２９年７月３１日まで

の間、優先株式について、その選択

により、本条第２項に定める普通株

式または第４項に定める金銭の交

付を請求することができる。 
  ２  本優先株主は、前項に定める期間

中、優先株式の全部または一部を、

優先株式１株につき普通株式４株

の割合で優先株式の普通株式への

転換を請求することができる。当該

転換の効力は、別途当会社が定める

転換請求書その他必要書類が転換

請求受付場所に到着したときに発

生する。優先株式発行後に、普通株

式が発行された場合、株式の併合が

行われた場合、または株式の分割が

行われた場合、本優先株主による当

該転換請求により本優先株主が取

得する普通株式数は、優先株式発行

日の発行済普通株式総数と、当該普

通株式の発行、当該株式併合、また

は当該株式分割による転換請求権

行使日現在の普通株式数との変動

比率と同じ比率で、増減するものと

する。本優先株主が取得する普通株

式数の算出にあたっては、１株未満

の端数が生じたときは、これを切り

捨てる。優先株式の転換により発行

された普通株式に対する最初の剰

余金の配当は、転換の請求がなされ

たときに属する事業年度の始めに

おいて転換があったものとみなし

てこれを支払うものとする。 
 

 

 

 

   ３    （条文省略） 
 

（残余財産の分配） 
第 13 条  当会社は、残余財産の分配を行う場

合には本優先株主または本優先株

質権者に対して、普通株主または普

通株質権者に先立ち、優先株式１株

当たり５０円（優先株式の併合が行

われる場合、併合の比率の逆数を乗

じて比例的に調整されるものとす

る。）および累積未払優先配当金を

支払う。 
 
第 14 条    （現行どおり） 

 
（取得請求権） 
第 15 条  本優先株主は、平成２０年７月３１

日以降、平成２９年７月３１日まで

の間、優先株式について、その選択

により、本条第２項に定める普通株

式または第４項に定める金銭の交

付を請求することができる。 
  ２  本優先株主は、前項に定める期間

中、優先株式の全部または一部を、

優先株式１株につき普通株式４株

の割合で優先株式の普通株式への

転換を請求することができる。当該

転換の効力は、別途当会社が定める

転換請求書その他必要書類が転換

請求受付場所に到着したときに発

生する。優先株式発行後に、普通株

式が発行された場合、優先株式およ

び普通株式について株式の併合が

行われた場合、ならびに普通株式に

ついて株式の分割が行われた場合、

本優先株主による当該転換請求に

より本優先株主が取得する普通株

式数は、優先株式発行日の発行済普

通株式総数および発行済優先株式

総数と、普通株式の当該発行、優先

株式または普通株式の当該株式併

合、または普通株式の当該株式分割

による転換請求権行使日現在の普

通株式数および優先株式数との変

動比率と同じ比率で、増減するもの

とする。本優先株主が取得する普通

株式数の算出にあたっては、１株未

満の端数が生じたときは、これを切

り捨てる。優先株式の転換により発

行された普通株式に対する最初の

剰余金の配当は、転換の請求がなさ

れたときに属する事業年度の始め

において転換があったものとみな

してこれを支払うものとする。 
   ３     （現行どおり） 
   



 4

現    行    定    款 変     更     案 
４  本優先株主が、第１項に定める期間

中、優先株式の全部または一部を、

当会社に対して、優先株式１株につ

き５０円の交付を請求した場合、当

会社は、当該金銭の交付と引き換え

に、当会社の取締役会決議による承

認を経て、優先株式を取得する。但

しかかる優先株式の取得請求権に

基づく当会社の優先株式の取得は、

法令の範囲内の金額を限度とする。

 
 
 

  ５  （条文省略） 
 
（株式の併合または分割） 
第 16 条  当会社は、優先株式について株式の

併合または分割は行わない。 

 

 

第 17 条～第 57 条 （条文省略） 

 

 
（新 設） 

 

 

４  本優先株主が、第１項に定める期間

中、優先株式の全部または一部を、

当会社に対して、優先株式１株につ

き５０円（優先株式の併合が行われ

る場合、併合の比率の逆数を乗じて

比例的に調整されるものとする。）

の交付を請求した場合、当会社は、

当該金銭の交付と引き換えに、当会

社の取締役会決議による承認を経

て、優先株式を取得する。但しかか

る優先株式の取得請求権に基づく

当会社の優先株式の取得は、法令の

範囲内の金額を限度とする。 
  ５      （現行どおり） 
 
（株式の分割） 
第 16 条  当会社は、優先株式について株式の

分割は行わない。 

 

 

第 17 条～第 57 条 （現行どおり） 

 

 
附 則 
第１条  第５条および第６条の変更は、平成

２３年５月２日開催の当社臨時株主

総会の第２号議案にかかる株式併合

の効力発生を条件とし、平成２３年

５月１８日をもってその効力を生ず

るものとする。なお、本条は平成２

３年５月１８日の経過後、これを削

除する。 
 

 

 

 

３．日程 

      定款変更のための種類株主総会および臨時株主総会   平成 23 年５月 ２日（月曜日） 

   定款変更の効力発生日（第５条および第６条以外）   平成 23 年５月 ２日（月曜日） 

   定款変更の効力発生日（第５条および第６条）     平成 23 年５月１８日（水曜日） 

 

 

以 上 

 


